
 

■申込・参加要領  ： 当会ホームページからお申込みください。ＦＡＸ、または下記担当者宛 E-mail からもお申込み頂けます。 
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大手事業会社がベンチャー企業との事業シナジーを最大化するための 

ベンチャー企業とのアライアンスにおける法務・契約上の留意点 

 
２０１８年 １２月２１日（金） １４：００～１７：００ 

企業研究会セミナールーム（東京：麹町） 

近年、顧客ニーズの多様化、製品ライフサイクルの短縮化、グローバル化などによる構造の変化にスピーディに対応するための効果的
な経営戦略として、ベンチャー企業とのアライアンスが拡大しています。その目的としては、優れたノウハウや技術を有するベンチャー企
業の人材、技術を積極的に活用することによるオープン・イノベーションや、優れた製品・技術を持ちながら生産・販売資源に乏しいベン
チャー企業に自社のリソースを提供することにより、双方にとっての大きな事業シナジーを生み出すことなどが期待されています。このよ
うな拡大し続けるベンチャー企業との連携に際して、法務・知的財産・契約の面からどのような点に留意すべきかを解説します。 
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税込・資料代含 

開催にあたって 

１ アライアンス戦略 

（１）事業会社とベンチャー企業のアライアンス 

   ・なぜ、事業会社とベンチャー企業のアライアンスが必要なのか 

   ・ベンチャー企業との連携にあたり留意しておくべき事項 

（２）アライアンスの目的と効果 

   ・事業会社とベンチャー企業の特徴 

   ・事業会社におけるベンチャー企業とのアライアンスのメリット 

（３）様々なアライアンス手法と選択基準 

２ 共同研究開発 

（１）共同研究開発契約の概要 

（２）研究成果、知的財産権の取扱い 

（３）特許権の共有 

（４）産学連携 

３ 技術提携 

（１）ライセンス契約の概要 

（２）ライセンスの対象 

（３）実施料の定め方 

（４）権利侵害に対する対応 

４ 生産提携 

（１）OEM 契約の概要 

（２）最低購入保証 

（３）瑕疵担保責任、製造物責任 

（４）商標に関する取決め 

５ 販売提携 

（１）販売代理店契約の概要 

（２）販売店方式と代理店方式 

（３）流通・取引慣行に関する独占禁止法上の指針 

（４）アフターサービス 

６ 資本業務提携 

（１）資本業務提携、合弁契約の概要 

（２）ガバナンス 

（３）利益の分配方法 

（４）従業員の確保、費用負担 

７ まとめ、質疑応答 

８ 共同研究開発契約書サンプル                                       ※最少催行人数に満たない場合、開催中止となる場合がございます。 

 

 

 

 

181952-0303      ベンチャー企業とのアライアンスにおける法務・契約上の留意点 

オープン・イノベーションを加速させ、大手事業会社とベンチャー企業のアライアンスを進化させる

ために必要な“法務・知的財産・契約”上の留意点を、2017 年 5 月 18 日に公表された経済産業省の

手引きを参照しながら解説します。 


